
 

【表紙】  
【発行登録追補書類番号】 25－関東93－４

【提出書類】 発行登録追補書類

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年６月５日

【会社名】 電源開発株式会社

【英訳名】 Electric Power Development Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　北　村　雅　良

【本店の所在の場所】 東京都中央区銀座六丁目15番１号

【電話番号】 03(3546)2211（代表）

【事務連絡者氏名】 財務部財務室長　　白　戸　孝　治

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区銀座六丁目15番１号

【電話番号】 03(3546)2211（代表）

【事務連絡者氏名】 財務部財務室長　　白　戸　孝　治

【発行登録の対象とした募集有価証券の種類】 社債

【今回の募集金額】 20,000百万円
 

【発行登録書の内容】

提出日 平成25年６月28日

効力発生日 平成25年７月７日

有効期限 平成27年７月６日

発行登録番号 25－関東93

発行予定額又は発行残高の上限(円) 発行予定額　400,000百万円
 

【これまでの募集実績】

(発行予定額を記載した場合)

番号 提出年月日 募集金額(円) 減額による訂正年月日 減額金額(円)

25－関東93－１ 平成25年７月19日 20,000百万円 － －

25－関東93－２ 平成25年12月10日 20,000百万円 － －

25－関東93－３ 平成26年２月18日 20,000百万円 － －

実績合計額(円)
60,000百万円
（60,000百万円）

減額総額(円) （なし）
 

（注）実績合計額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額（下段（　）書きは、発行価額の総額の合計額）に基

　　づき算出しております。

【残額】 (発行予定額－実績合計額－減額総額) 340,000百万円  

  （340,000百万円）  
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）残額は、券面総額又は振替社債の総額の合計額　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（下段（　）書きは、発行価額の総額の合計額）に基づ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　き算出しております。

(発行残高の上限を記載した場合)

該当事項なし
 

【残高】 (発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額) －円
 

【安定操作に関する事項】 該当事項なし
 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行社債（短期社債を除く。）】

銘柄
電源開発株式会社第40回無担保社債
（社債間限定同順位特約付）

記名・無記名の別 －

券面総額又は振替社債の総額(円) 金20,000百万円

各社債の金額(円) 金１億円

発行価額の総額(円) 金20,000百万円

発行価格(円) 各社債の金額100円につき金100円

利率(％) 年0.889％

利払日 毎年６月20日及び12月20日

利息支払の方法

１．利息支払の方法及び期限
(1) 本社債の利息は、払込期日の翌日から平成36年６月20日
（以下「償還期日」という。）までこれをつけ、平成26年12
月20日を第１回の利息支払期日としてその日までの分を支払
い、その後毎年６月及び12月の各20日にその日までの前半か
年分を支払う。

(2)利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その前
銀行営業日にこれを繰り上げる。

(3)半か年に満たない期間につき利息を計算するときは、その
半か年の日割をもってこれを計算する。

(4)償還期日後は利息をつけない。
２．利息の支払場所
別記（(注)「12.元利金の支払」）に記載のとおり。

償還期限 平成36年６月20日

償還の方法

１．償還価額
各社債の金額100円につき金100円。

２．償還の方法及び期限
(1)本社債の元金は、償還期日にその総額を償還する。
(2)償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営
業日にこれを繰り上げる。

(3)本社債の買入消却は、払込期日の翌日以降、別記「振替機
関」欄の振替機関が別途定める場合を除き、いつでもこれを
行うことができる。

３．償還元金の支払場所
別記（(注)「12.元利金の支払」）に記載のとおり。

募集の方法 一般募集

申込証拠金(円)
各社債の金額100円につき金100円とし、払込期日に払込金に振
替充当する。申込証拠金には利息をつけない。

申込期間 平成26年６月５日（木）

申込取扱場所 別項引受金融商品取引業者の本店及び国内各支店

払込期日 平成26年６月11日（水）

振替機関
株式会社証券保管振替機構
東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

担保
本社債には担保及び保証は付されておらず、また本社債のため
に特に留保されている資産はない。
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財務上の特約(担保提供制限)

１．担保提供制限
(1)当会社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債発行
後、当会社が国内で既に発行した、または国内で今後発行す
る他の社債に担保権を設定する場合には、本社債にも担保付
社債信託法に基づき、同順位の担保権を設定する。

(2)前号に基づき設定した担保権が本社債を担保するに十分で
ない場合、当会社は本社債に担保付社債信託法に基づき社債
管理者が適当と認める担保権を設定する。

２．留保資産提供制限
(1)当会社は、本社債の未償還残高が存する限り、本社債発行
後、当会社が国内で既に発行した、または国内で今後発行す
る他の社債のために当会社の特定の資産を留保（以下「留保
資産提供」といい、かかる特定の資産を「留保資産」とい
う。）する場合には、本社債のためにも、社債管理者が適当
と認める留保資産提供を行う。この場合、当会社は社債管理
者との間に、その旨を定める契約を締結する。

(2)前号の契約において、当会社は社債管理者との間に次の①
から⑥についても特約する。
①当会社は前号の契約締結の時点において、留保資産のうえ
には本社債の社債権者の利益を害すべき抵当権、質権その
他の権利（以下「抵当権等」という。）またはその設定の
予約もしくは設定の予約と同視しうるものが存在しないこ
とを保証し、また本社債の未償還残高が存する限り、社債
管理者の事前の書面による承諾なしに留保資産のうえに抵
当権等を設定し、またはその設定の予約もしくは設定の予
約と同視しうる行為をしない旨。

②当会社は社債管理者の事前の書面による承諾なしに留保資
産を他に譲渡もしくは貸与しない旨。

③当会社は原因の如何にかかわらず留保資産の価額の総額が
著しく減少したときは、ただちに書面により社債管理者に
通知する旨。

④当会社は社債管理者が必要と認め請求したときは、遅滞な
く社債管理者の指定する資産を留保資産に追加する旨。

⑤当会社は本社債の未償還残高の減少またはやむを得ない事
情がある場合には、社債管理者の書面による承諾を得て、
留保資産の一部または全部につき社債管理者が適当と認め
る他の資産と交換し、または、留保資産から除外すること
ができる旨。

⑥当会社は社債管理者が本社債権保全のために必要と認め請
求したときは、本社債のために遅滞なく留保資産のうえに
担保付社債信託法に基づき担保権を設定する旨。

３．担保提供制限及び留保資産提供制限の例外
次の各場合のいずれかに該当するときは、本欄第１項及び第

２項は適用されない。
①当会社が、国内で既に発行した担保付社債（下記④に定め
る合併または会社法第２条第29号により定められた吸収分
割により承継された担保付社債を含む。）に担保の変更ま
たは追加により担保付社債信託法に基づき担保権を設定す
る場合。

②当会社が、国内で既に留保資産提供を行っている無担保社
債（下記④に定める合併または会社法第２条第29号により
定められた吸収分割により承継された留保資産提供を行っ
ている社債を含む。）のために留保資産を変更または追加
する場合。

③当会社が、社債の償還のための減債基金の積立または償還
準備資産の預託として、当会社の所有する資産の上に担保
権を設定する場合。

④当会社が、合併または会社法第２条第29号に定められた吸
収分割により担保権の設定されている、または留保資産提
供が行われている、吸収合併消滅会社または吸収分割会社
の資産を承継する場合。
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財務上の特約(その他の条項)

１．担保付社債への切換
(1)当会社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも本社債に担
保付社債信託法に基づき、社債管理者が適当と認める担保権
を設定することができる。

(2)当会社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項
または前号により本社債に担保権を設定する場合は、当会社
は、ただちに登記その他必要な手続を完了し、かつ、その旨
を担保付社債信託法第41条第４項の規定に準じて公告する。

(3)当会社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項
または本項第(1)号により本社債に担保権を設定した場合、
以後、別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項から
第３項まで及び別記（注）４．は適用されない。

２．特定資産の留保
(1)当会社は、社債管理者と協議のうえ、いつでも本社債のた
めに留保資産提供を行うことができる。

(2)前号の場合、別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第
２項の規定を準用する。

(3)当会社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第２項
または本項第(1)号及び第(2)号により本社債のために留保資
産提供を行った場合、そのための契約が締結された日の翌日
以後、別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第２項は適
用されない。

 

（注）
１．信用格付
本社債について信用格付業者から取得した信用格付及び取得日、申込期間中に各信用格付業者が公表する情報の入

手方法は以下のとおり。（電話番号はシステム障害等により情報が入手できない場合の各信用格付業者の連絡先）
(1)株式会社日本格付研究所（以下「JCR」という。）

信用格付：AA+（取得日 平成26年６月５日）
入 手 方 法 ：JCR の ホ ー ム ペ ー ジ （http://www.jcr.co.jp/） の 「 格 付 情 報 」 の 「 当 月 格 付 」
（http://www.jcr.co.jp/top_cont/rat_info02.php）に掲載されている。
問合せ電話番号：03-3544-7013

(2)ムーディーズ・ジャパン株式会社（以下「ムーディーズ」という。）
信用格付：A1（取得日 平成26年６月５日）
入 手 方 法 ： ム ー デ ィ ー ズ の ホ ー ム ペ ー ジ （http://www.moodys.co.jp/） の 「 信 用 格 付 事 業 」
（http://www.moodys.co.jp/Pages/default_rating.aspx）の「プレスリリース」及び同コーナー右上の「一
覧」をクリックして表示される「プレスリリース一覧」に掲載されている。
問合せ電話番号：03-5408-4100

(3)スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン株式会社（以下「S&P」という。）
信用格付：A（取得日 平成26年６月５日）
入手方法：S&Pのホームページ（http://www.standardandpoors.co.jp）の「ライブラリ・規制関連」の「信用
格 付 け の 概 要 （ ス タ ン ダ ー ド ＆ プ ア ー ズ ・ レ ー テ ィ ン グ ・ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 ） 」
（http://www.standardandpoors.co.jp/pcr）に掲載されている。
問合せ電話番号：03-4550-8000

(4)株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）
信用格付：A+（取得日 平成26年６月５日）
入手方法：R&Iのホームページ（http://www.r-i.co.jp/jpn/）の「ニュースリリース/クレジットコメント」及
び同コーナー右上の「一覧はこちら」をクリックして表示される「格付ニュース一覧」に掲載されている。
問合せ電話番号：03-3276-3511

信用格付は債務履行の確実性（信用リスク）についての現時点における各信用格付業者の意見であり事実の表明で
はない。また、信用格付は、投資助言、販売推奨、または情報もしくは債務に対する保証ではない。信用格付の評価
の対象は信用リスクに限定されており、流動性リスク、市場価値リスク、価格変動リスク等、信用リスク以外のリス
クについて言及するものではない。各信用格付業者の信用格付は信用リスクの評価において各信用格付業者が必要と
判断した場合に変更され、または情報の不足等により取り下げられる（もしくは保留される）ことがある。各信用格
付業者は評価にあたり信頼性が高いと判断した情報（発行体から提供された情報を含む。）を利用しているが、入手
した情報を独自に監査・検証しているわけではない。
２．社債、株式等の振替に関する法律の規定の適用
本社債は、その全部について社債、株式等の振替に関する法律（以下「社債等振替法」という。）第66条第２号の

定めに従い社債等振替法の規定の適用を受けることとする旨を定めた社債であり、社債等振替法第67条第２項に定め
る場合を除き、社債券を発行することができない。
３．期限の利益喪失に関する特約
当会社は、次の各場合には本社債について期限の利益を失う。ただし、別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄

第１項または別記「財務上の特約（その他の条項）」欄第１項第(1)号により当会社が本社債に担保付社債信託法に
基づき社債管理者が適当と認める担保権を設定したときには、本項第(2)号または第(3)号に該当しても期限の利益を
失わない。
(1)当会社が別記「利息支払の方法」欄第１項または別記「償還の方法」欄第２項の規定に違背したとき。
(2)当会社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第１項の規定に違背したとき。
(3)当会社が別記「財務上の特約（担保提供制限）」欄第２項の規定に違背したとき。
(4)当会社が本（注）４．、（注）５．、（注）６．、（注）７．及び（注）９．の規定、条件に違背し、社債管理
者の指定する１か月を下回らない期間内にその履行または補正をしないとき。

(5)当会社が本社債以外の社債について期限の利益を喪失したとき、または期限が到来したにもかかわらずその弁済
をすることができないとき。

(6)当会社が、社債を除く借入金債務について期限の利益を喪失したとき、もしくは当会社以外の社債またはその他
の借入金債務に対して当会社が行った保証債務について履行義務が発生したにもかかわらず、その履行をすること
ができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が10億円を超えない場合は、この限りではない。

(7)当会社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の申立てをし、または解散（合併の場合
を除く。）の決議を行ったとき。
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(8)当会社が、破産手続開始、民事再生手続開始もしくは会社更生手続開始の決定、または特別清算開始の命令を受
けたとき。

(9)当会社がその事業経営に不可欠な資産に対し差押もしくは競売（公売を含む。）の申立てを受け、または滞納処
分を受けたとき、またはその他の事由により当会社の信用を害損する事実が生じたときで、社債管理者が本社債の
存続を不適当であると認めたとき。

４．担保提供通知
当会社は、本社債発行後、他の社債のために担保提供（当会社の資産に担保権を設定する場合、当会社の特定の資

産につき担保権設定の予約をする場合及び当会社の特定の資産につき特定の債務以外の債務の担保に供しない旨を約
する場合をいう。）を行う場合には、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、社債の内容及び担保物その他必
要な事項を社債管理者に通知する。
５．社債管理者への通知
当会社は、次の各場合には、あらかじめ書面により社債管理者に通知しなければならない。

(1)事業経営に不可欠な資産を譲渡または貸与しようとするとき。
(2)事業の全部もしくは重要な事業の一部を休止もしくは廃止しようとするとき。
(3)資本金または準備金の額の減少、組織変更、合併、会社分割、株式交換または株式移転（いずれも会社法におい
て定義され、または定められるものをいう。）をしようとするとき。

６．社債管理者の調査権限
社債管理者は、社債管理者の権限を行使し、または義務を履行するために必要であると判断したときは、当会社並

びに当会社の連結子会社及び持分法適用会社の事業、経理、帳簿書類等に関する資料または報告書の提出を当会社に
請求し、または自らこれらにつき調査することができる。
７．社債管理者への事業概況等の報告
(1)当会社は、随時社債管理者にその事業の概況を報告し、また、毎事業年度の決算、剰余金の配当（会社法第454条
第５項に定める中間配当を含む。）については書面をもって社債管理者にこれを通知する。当会社が、会社法第
441条第１項の定めに従い一定の日において臨時決算を行った場合も同様とする。

(2)当会社は、金融商品取引法に基づき作成する有価証券報告書及びその添付書類の写しを当該事業年度終了後３か
月以内に、四半期報告書の写しを当該各期間経過後45日以内に社債管理者に提出する。金融商品取引法第24条の４
の２に定める確認書及び金融商品取引法第24条の４の４に定める内部統制報告書についても上記各書類の取扱いに
準ずる。また、当会社が臨時報告書または訂正報告書を財務局長等に提出した場合には遅滞なくこれを社債管理者
に提出する。

(3)当会社は、前号に定める報告書及び確認書について金融商品取引法第27条の30の３に基づく電子開示手続を行う
場合には、電子開示手続を行った旨を社債管理者へ通知することにより、前２号に規定する書面の提出を省略する
ことができる。

８．債権者の異議手続における社債管理者の権限
会社法第740条第２項本文の定めは、本社債には適用されず、社債管理者は、会社法第740条第１項に掲げる債権者

の異議手続において、社債権者集会の決議によらずに社債権者のために異議を述べることはしない。
９．公告の方法
本社債に関し社債権者に対し通知を行う場合は、法令または契約に別段の定めがあるときを除き、当会社の定款所

定の電子公告（ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、当
会社の定款所定の新聞紙並びに東京都及び大阪市において発行する各１種以上の新聞紙。重複するものがあるとき
は、これを省略することができる。）または社債管理者が認めるその他の方法によりこれを行う。また、社債管理者
が社債権者のために必要と認める場合には、社債管理者の定款所定の公告方法によりこれを行う。
10．社債権者集会
(1)本社債及び本社債と同一の種類（会社法の定めるところによる。）の社債（以下「本種類の社債」と総称す
る。）の社債権者集会は、当会社または社債管理者がこれを招集するものとし、社債権者集会の日の３週間前まで
に社債権者集会を招集する旨及び会社法第719条各号所定の事項を本（注）９．に定める方法により公告する。

(2)本種類の社債の社債権者集会は東京都においてこれを行う。
(3)本種類の社債の総額（償還済みの額を除く。また、当会社が有する本種類の社債の金額の合計額は算入しな
い。）の10分の１以上に当たる社債を有する社債権者は、社債等振替法第86条第１項及び第３項に定める書面を社
債管理者に提示のうえ、社債権者集会の目的である事項及び招集の理由を記載した書面を当会社または社債管理者
に提出して、社債権者集会の招集を請求することができる。

11．発行代理人及び支払代理人
株式会社みずほ銀行

12．元利金の支払
本社債に係る元利金は、社債等振替法及び別記「振替機関」欄の振替機関の業務規程その他の規則に従って支払わ

れる。
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２【社債の引受け及び社債管理の委託】

(1) 【社債の引受け】

引受人の氏名又は名称 住所
引受金額
(百万円)

引受けの条件

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー
証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 10,000 １．引受人は本社債の全
額につき共同して買取
引受を行う。

２．本社債の引受手数料
は各社債の金額100円に
つき金30銭とする。

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 5,000

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 5,000

計 ― 20,000 ―
 

 

(2) 【社債管理の委託】

社債管理者の名称 住所 委託の条件

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号
本社債の管理委託手数料については、社債
管理者に、期中において年間200万円を支払
うこととしている。

 

 

３【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額(百万円) 発行諸費用の概算額(百万円) 差引手取概算額(百万円)

20,000 68 19,932
 

 

(2) 【手取金の使途】

上記差引手取概算額19,932百万円は、平成26年度末までに設備資金、借入金返済及び社債償還資金に充当する

予定であります。なお、平成25年度末における１年以内に返済予定の長期借入金及び社債は189,200百万円であり

ます。
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第２【売出要項】

　該当事項なし
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第３【第三者割当の場合の特記事項】

　該当事項なし
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第４【その他の記載事項】

　該当事項なし
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第二部【公開買付けに関する情報】

　該当事項なし
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第三部 【参照情報】

第１ 【参照書類】

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

 
１【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度　第61期(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)　平成25年６月26日関東財務局長に提出

 
２【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第62期第１四半期(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)　平成25年８月５日関東財務局長

に提出

　

３【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第62期第２四半期(自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日)　平成25年11月６日関東財務局長

に提出

 

４【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度　第62期第３四半期(自　平成25年10月１日　至　平成25年12月31日)　平成26年２月５日関東財務局長

に提出

 
５【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（平成26年６月５日）までに、金融商品取引法第24条の

５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２に基づく臨時報告書を平成25年６月26日

に関東財務局長に提出

 
６【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（平成26年６月５日）までに、金融商品取引法第24条の

５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号に基づく臨時報告書を平成26年５月29日に関

東財務局長に提出

 

第２ 【参照書類の補完情報】

上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載さ

れた「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以降、本発行登録追補書類提出日（平成26年６月

５日）までの間において生じた変更その他の事由を反映し、その全体を一括して以下に記載致します。

なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本発行登録追補書類提出

日現在において判断したものです。また、当該将来に関する事項については、その達成を保証するものではありませ

ん。

 

「事業等のリスク」

以下には、当社の財政状態、経営成績並びに現在及び将来の事業等に関してリスク要因となる可能性があると考え

られる主な事項を記載しております。将来に関する事項は、本発行登録追補書類提出日現在（平成26年６月５日）に

おいて当社が入手可能な情報等に基づいて判断したものであります。また、投資家に対する積極的な情報開示の観点

から、当社が必ずしも重要なリスクとは考えていない事項であっても、事業等のリスクを理解する上で投資家にとっ

て参考となる情報は記載しております。また、以下の記述は、別段の意味に解される場合を除き、連結ベースでなさ

れており、「当社」には当社並びに当社の連結子会社及び持分法適用会社（連結財務諸表の用語、様式及び作成方法

に関する規則(昭和51年大蔵省令第28号)の定義に従います。）が含まれています。

 

１．電気事業制度改革の進展等による当社の料金等への影響について

当社の営業収益の大半は、わが国の一般電気事業者10社への電気の卸供給による料金収入です。
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小売供給の自由化をはじめとする制度改革により電気事業における競争が進展するなか、一般電気事業者は、低廉

な電気料金を求める社会の期待に応え、顧客を確保するために、小売電気料金を引下げてきました。

当社の卸電気料金は、各発電設備、送・変電設備毎に、適正な原価に事業報酬を加算する方法により算定されてい

るため、小売電気料金の引下げの影響を直ちに受けることはありません。しかしながら、当社は、これまでも一般電

気事業者から卸電気料金の引下げを要請されており、料金原価の低減や競争の進展等により、引下げの要請はさらに

強まる可能性があります。今後当社が卸電気料金を引下げる場合には、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。

平成15年11月に有限責任中間法人日本卸電力取引所が設立され、平成17年４月より卸電力取引が開始されました。

当社は、現在、卸電力取引所等での取引を行っております。当社は、現時点において、取引所における卸電力の取引

が短期間に飛躍的に増加するとは予想しておりませんが、将来取引所における取引量が増加し、取引所における電力

取引価格が価格指標としての重要性を増した場合、当社の料金水準が間接的に影響を受ける可能性があり、仮に、一

般電気事業者と当社との間の相対契約における料金水準が価格指標を上回る場合は、当社の業績に悪影響を及ぼす可

能性があります。

加えて、将来的には電気事業制度改革によって当社を取り巻く事業環境が大きく変化する可能性もあります。平成

25年４月に閣議決定された「電力システムに関する改革方針」に基づき、平成25年11月に電気事業法が改正され、広

域的運営推進機関が設立されることとなりました（設立時期：平成27年目途）。今後も改革方針に基づき、小売参入

全面自由化及び卸規制の撤廃（実施時期：平成28年目途）、送配電部門の法的分離や電気小売料金規制の見直し等

（実施時期：平成30年から平成32年目途）、制度改革の更なる詳細検討と段階的な法改正が進められることになって

おります。これらの一連の改革の内容によっては、当社の事業や業績にも悪影響を及ぼす可能性があります。

 
２．発電所建設計画の取り止め等について

当社は、一般電気事業者向けの発電所建設に関しては、本格的な着工前に、受電予定会社の全量受電を前提として

開発規模、運転開始予定時期、予定工事費等につき受電予定会社と合意します。その後、設備完成直前に電気料金等

を定めた電力受給契約を受電予定会社と締結し、運転開始後の維持運転費とともに投資額を電気料金として回収して

おります。

電力需要の予想伸び率の変化に伴い、一般電気事業者は、一部の発電所建設計画の繰り延べや取り止め、稼働率の

低い火力発電所の廃止・長期停止を実施した例があります。当社においても、一般電気事業者向けの発電所建設に関

しては、受電予定会社と協議のうえ、計画の一部について運転開始時期の繰り延べや計画の取り止め等を行った例が

あります。また、事業用地取得の難航等により、受電予定会社と協議の上で、計画の取り止め等を行った例もありま

す。これらの取り止め等にあたっては、そこから生じる費用について、受電予定会社と協議の上で当社が応分の負担

をしております。

さらに、今後、国のエネルギー政策の見直しなど電気事業を取り巻く状況の大幅な変化、予期せぬ事態の発生等に

より建設計画の取り止め等があれば、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 
３．地球温暖化問題について

当社は、ＬＮＧ等他の化石燃料を使用する発電所と比較して、発電量当たりのＣＯ２排出量が相対的に高い石炭火

力発電所を多数有しており、一般電気事業者及び卸電気事業者12社で取りまとめた「電気事業における環境行動計

画」に基づき、各社と共同して地球温暖化問題に対応する様々な対策に取り組んでおります。

国内ではＣＯ２を排出しない原子力発電の開発に取り組むとともに、廃棄物発電などの未利用エネルギー及び風力

発電などの再生可能エネルギーの開発、石炭火力の発電効率向上などに取り組んでおりますが、今後、地球温暖化対

策に関する新たな規制等が導入された場合には、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 
４．海外発電事業をはじめとする新たな事業への取り組みについて

当社は、新たな収益基盤を構築することを目指して、海外発電事業や国内での新たな電力事業等の取り組みを進め

ております。

具体的には、海外発電事業については、これまで海外諸国でコンサルティング事業に従事しており、この経験を活

かしてＩＰＰ（独立系発電事業者）プロジェクトへの取り組みを進めております。

また、国内電力事業については、ＩＰＰによる一般電気事業者向け電力卸供給、ＰＰＳ（特定規模電気事業者）向

け電力卸供給、風力・廃棄物等の再生可能エネルギーを利用した発電事業等を進めております。

しかしながら、これらの事業は、状況の大幅な変化、需要の低下、規制の変更等の予期せぬ事態の発生等により、

当社が期待したほどの収益を生まない可能性がありますし、また、これらの事情により事業計画の変更、事業の取り
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止め等があれば、これに伴う関連費用の発生により、当社業績に悪影響を及ぼす可能性もあります。さらに、これら

の事業の中には、当社が少数持分保有者に留まる合弁形態で運営されているものがあり、また、海外での事業につい

ては、為替リスクに加え当該国の政情不安等によるリスク（カントリーリスク）が存在します。

 
５．資金調達について

当社は、これまで発電所等への多額の設備投資を行っており、そのための設備資金を主として借入れ及び社債発行

によって調達してきました。当社の今後10年間（平成26年度～35年度）の主な開発地点である大間原子力発電所や竹

原火力発電所新１号機の建設をはじめ、既存の債務の償還あるいは海外発電事業への投資等のために、多額の資金調

達を必要とする見通しです。資金調達が必要となった場合に、その時点における金融情勢、当社の信用状態又はその

他の要因のために当社が必要資金を適時に適正な条件で調達することができなければ、当社の事業展開及び収益性に

悪影響を及ぼす可能性があります。

 
６．大間原子力発電所建設計画について

大間原子力発電所計画は、平成７年８月の原子力委員会決定によって、国及び電気事業者の支援の下、当社が責任

を持って取り組むべきとされた全炉心でのＭＯＸ（ウラン・プルトニウム混合酸化物）燃料利用を目指した改良型沸

騰水型軽水炉（フルＭＯＸ－ＡＢＷＲ）であり、軽水炉でのＭＯＸ燃料利用計画の柔軟性を拡げるという政策的な位

置付けを持つものとされております。このため、全炉心でのＭＯＸ燃料利用に関する技術開発部分について、「全炉

心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発費補助金交付要綱」に基づき、政府から補助金の交付を受けております。ま

た、既に沖縄電力㈱を除く一般電気事業者９社と基本協定を締結しており、その中で一般電気事業者９社による適正

原価等での全量受電が約されております。

大間原子力発電所計画は、全炉心でのＭＯＸ 燃料利用の原子力発電所として、地元大間町、青森県の同意を得て、

平成11年８月に電源開発調整審議会により電源開発促進法で定める国の電源開発基本計画に組み入れられました。

（平成15年10月の電源開発促進法の廃止に伴い、電源開発基本計画の制度も廃止となりましたが、同計画の有してい

た機能を引き継いだ重要電源開発地点の指定制度に基づき、平成17年２月に地点指定を受けております。）また、平

成20年４月には「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基づく原子炉設置許可、５月には電気

事業法に基づく工事計画認可（第１回）を経済産業大臣から受け、着工に至っております。なお、平成23年３月に発

生した東日本大震災直後より工事を休止しておりましたが、平成24年10月より工事を再開しております。

現在、平成25年７月に施行された規制基準への適合性審査に向けて、安全強化対策に係る設計業務など原子炉設置

変更許可申請の準備を進めており、規制基準を適切に反映し、必要な安全対策等を着実に実施することで、全社をあ

げて安全な発電所づくりに取り組む所存です。しかしながら、原子力発電においては、国の原子力政策の見直しなど

原子力事業を取り巻く状況の大幅な変化や予期せぬ事態の発生等による計画変更等のリスク、また、運転開始後に

は、放射性物質の貯蔵と取扱いに関するリスク、他の発電設備と同様、自然災害、不測の事故等のリスクも存在しま

す（「８.自然災害、不測の事故等」を参照）。当社は、これらのリスクに対して可能な限り対策を講じる所存です

が、仮にリスクが顕在化した場合、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 
７．石炭火力発電用燃料について

当社の石炭火力発電所は海外炭を主たる燃料としております。また、石炭火力発電に係る販売電力量は当社の販売

電力量の約84％、石炭代は当社の営業費用の約38％を占めております。

当社は、海外炭の調達にあたっては、供給の安定性と経済性を同時に追求するため、オーストラリア、インドネシ

ア、ロシア、南アフリカ、中国などに調達地域を多様化しております。また、当社による海外炭の調達は、主として

長期契約又は期間１年程度の契約により行われており、補完的にスポットでの購入も行っております。長期契約に基

づく石炭の購入価格は、通常、１年に１回市場価格を踏まえて調整されます。

当社の燃料費は、海外炭の価格変動、輸送船舶の需給状況、燃料調達先の設備・操業トラブル等により影響を受け

ますが、燃料費は、火力発電所について一般電気事業者との間で２年毎（価格の変動が著しい場合は、１年毎）に行

われる卸電気料金の改定にあたって、原価主義に基づき料金に反映されるため、石炭価格の変動等による当社の業績

への影響は限定的です。但し、卸電気料金の改定後、次回の改定までに石炭価格の急激な上昇等があった場合、これ

に伴う燃料費の上昇分を料金に反映させるまでにタイムラグがあるため、一時的に当社の業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。

 
８．自然災害、不測の事故等について

自然災害、人為的なミス、テロ、燃料供給の中断又はその他の不測の事態により、当社の発電設備若しくは送・変

電設備又はこれらの設備を運転制御する情報システム等に重大な事故があった場合、当社の事業運営に支障を来た
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し、ひいては周辺環境に悪影響を及ぼす可能性があります。当社は、わが国における重要なインフラストラクチャー

である発電設備及び送・変電設備の事故防止、関係者の安全確保並びに周辺環境の保全のため、保安・防災体制の確

立、事故・災害の予防対策及び応急・復旧対策並びに環境モニタリング等に全社を挙げて取り組んでおります。

しかし、事故等のために当社の発電設備又は送・変電設備が操業を停止した場合、さらには事故等のため周辺環境

に悪影響を及ぼした場合には、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

 
９．法的規制について

当社事業の大半を占める卸電気事業については、電気事業法による規制を受けております。

当社は、同法に規定される卸電気事業者として、事業許可（第３条）、事業の譲渡し及び譲受け並びに法人の合併

及び分割の認可（第10条）、電気事業用設備の譲渡し等の届出（第13条）、事業の休止及び廃止の許可、並びに法人

の解散に関する認可（第14条）、供給義務（第18条）、料金その他の供給条件の届出（第22条）、供給計画の届出

（第29条）、保安規程の届出（第42条）等の事業規制及び保安規制、並びにこれらの規制に伴う変更・中止命令及び

事業許可の取り消しに関する規定の適用を受けております。この他、当社の事業運営は様々な法令の適用を受けてお

ります。このため、当社がこれらの法令・規制を遵守できなかった場合、又はこれらの法令・規制の改正があった場

合には、当社の事業運営や業績に悪影響を及ぼす可能性があります。なお、平成25年４月に閣議決定された「電力シ

ステムに関する改革方針」に基づき、今後、卸規制の撤廃に関する電気事業法改正案が成立した場合、平成28年以

降、卸規制（事業許可制や料金規制）は撤廃されることとなります（「１. 電気事業制度改革の進展等による当社の

料金等への影響について」を参照）。

また、平成23年8月10日に、原子力事業者による相互扶助の考え方に基づき、将来にわたって原子力損害賠償の支払

等に対応できる支援組織（原子力損害賠償支援機構）を中心とした仕組みを構築することを目的として、「原子力損

害賠償支援機構法」が公布・施行されました。当社は、同法第38条に基づき、原子力事業者として原子力損害賠償支

援機構の業務に要する費用に充てるための負担金を納付することを義務付けられ、負担金の額によっては当社の業績

に悪影響を及ぼす可能性があります。なお、今後、当社が進めている大間原子力発電所計画について、同発電所が

「原子力損害の賠償に関する法律」に定める原子炉の運転等を開始した場合に、当社は負担金を納付することとなり

ます。

 
１０．特定の販売先への依存度が高いことについて

当連結会計年度において、当社の電気事業営業収益は営業収益の86.2％を占めており、電気事業営業収益のうち一

般電気事業者に対する売上は96.8％を占めております。売上比率が当社の電気事業営業収益の10％以上を占める販売

先は、中国電力㈱(20.7％)、東京電力㈱（20.2％）、関西電力㈱(17.6％)及び九州電力㈱(11.1％)であります。

当社は、一般電気事業者が、今後とも当社の最も重要な販売先であると考えており、したがって、当社の業績は、

一般電気事業者の小売電力市場におけるシェアや国内における電力需要の動向等により影響を受ける可能性がありま

す。

 
１１．業務情報の管理

当社は、個人情報をはじめ機密を要する多くの重要な情報を保有しています。これらの情報については情報セキュ

リティ対策の推進、従業員教育等の実施により厳重に管理しておりますが、外部に流出した場合、当社のレピュテー

ションや業績は悪影響を受ける可能性があります。

 
第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

電源開発株式会社　本店

　(東京都中央区銀座六丁目15番１号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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第四部【保証会社等の情報】

該当事項なし
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